









































 第 3 部は、意思に基づく法理の出現の背景およびその影響を探り、加えて、国連憲章の














 第 5 部では、連邦裁判所において議論されることが多くなった領事関係に関するウィー
ン条約に関する問題を取り扱う。判例の積み重ねを通じて、条約の自動実施の問題と条約
が個人の権利を付与するか否かの問題は別個のものと考えられるようになった。また、2008
年には ICJ判決の国内的効力が問題となったMedellín判決が議論される。本判決は、主に
三つの観点から解釈することができる。そして、同判決は、合衆国の意思を考慮するアプ
ローチを採用し、私的訴権の法理および執行府の条約実施権限を否定するような立場を表
明した。 
 最後に、第 6部では、まず第四リステイトメントを分析する。このリステイトメントは、
第三リステイトメントの立場を継承しながらも、Medellín 判決などの最新の議論を取り入
れた。そして最終章では、自動実施条約に関する諸法理を整理するとともに、自動実施性
の判断基準、および最高法規条項と非自動実施条約の関係を明らかにする。学説では、自
動実施条約の類型化が行われてきた。そして、一定の場合には、裁判所の援用するアプロ
ーチは明らかである。また、最高法規条項との関係では、非自動実施条約とは、最高法規
であるが裁判上執行されえない条約と考えられる。 
 
3. 結論 
 条約の優位および自動実施という問題は、合衆国の建国以来存在し、問題となる文脈に
応じて区別されてきた。しかし、Fujii 判決を契機として、これらの問題は区別されない傾
向にある。また、自動実施条約に係わる問題は、現在では、四つの法理を中心に裁判所に
おいて議論されているが、判断基準として条約締結権者の意思が最も重視されている。 
